
平成19年度永平寺町人事行政の運営等の状況の公表

　地方公務員法第58条の2及び永平寺町人事行政の運営等の状況の公表に関する条例に基づき、永平寺町職員の状況について

次のとおり公表します。

１　職員の任免および職員数の状況

（１）部門別職員数の状況
各年度４月１日現在の部門別職員数の状況は、次の表のとおりです。

H19 H20

職員数（人） 対前年
増減数

主な増減理由

農林水産

商工 4

土木

議会

総務

税務

民生

48

10衛生

14

9

79 77
一般行政
部　　門

11

H19 H20

2 2

48

9

13

1 商工会への職員派遣による増員

増減数

0

0

0

5

△ 2

1

△ 1

退職者の不補充による減員

特定健診・特定保健指導制度への対応による増員

吉野総合開発事業の業務量減による減員

区画整理事業 完了 よ 減員

△ 3

40

事務の見直しによる減員

退職者の不補充による減員

0

△ 2

△ 1

△ 2

公営企業
等会計部

水道

教育

土木

98

下水道

一般行政・特別行政計

計

特別行政
部　　門

計

277 272

55

消防

12

95

179

8 8

△ 1

0

177

56

5 5

42

13 区画整理事業の完了による減員

△ 5

（注）１　職員数には教育長が含まれます。

（注）２　公営企業等会計部門のその他は、国民健康保険事業や介護保険事業などの担当部門をいいます。

（２）職員の採用状況

0

△ 1

総合計

等会計部
門
下水道

その他 4 3

5 5

平成19年度採用
行政職

技能労務職

0人

0人

△ 6294 288

事務の見直しによる減員

（３）職員の退職状況

２　職員の給与の状況

平成19年度退職
定年退職 3人

勧奨・その他 5人

平成 年度採用
技能労務職 0人

 (1) 人件費の状況（一般会計決算）
平成19年度の一般会計決算の人件費の状況は、次の表のとおりです。

（注）人件費には、職員給与のほか、町長等特別職の給与、議員報酬、退職手当組合負担金、地方公務員共済組合負担金などを含みます。

19年度
2,195,686 26.9 25.9

　　　　　千円 ％ ％

19,939 8,147,820

区分
（H20.3.31現在） Ａ

住民基本台帳人口 歳出額　 実質収支

348,317

人件費率 （参考）

18年度の人件費率

人　 千円 　　　　　千円

Ｂ

人件費

Ｂ／Ａ

 (2) 職員給与費の状況（一般会計予算）
平成20年度の一般会計の当初予算における職員給与費の状況は、次の表のとおりです。

（注）１　職員手当には退職手当を含みません。

20年度

期末・勤勉手当 　　　　　計　　　　　Ｂ
区分
職員数 給 与 費

　　　　　　　　Ｂ／Ａ　　

275 990,238 107,892 405,278 1,503,408 5,467

Ａ 給　 料 職員手当

一人当たり給与費

（注）２　職員数は平成20年4月1日現在の人数です。



 (3) 職員の平均年齢、平均給料月額等の状況
平成20年4月1日現在の職員の平均年齢、平均給与月額等の状況は、次の表のとおりです。

①一般行政職

歳 円 円

区 分 平 均 年 齢 平均給料月額

永平寺町

平均給与月額

47 2 332 526 364 024歳 円 円

歳 円 円

②技能労務職

歳 円 円

歳 円 円

（注）１　一般行政職は、税務職、保健師、保育士、幼稚園教諭、消防職、企業職及び技能労務職を除いた職です。

41.1 325,113

区 分 平 均 年 齢 平均給料月額

国

永平寺町

永平寺町 47.2 332,526

国

平均給与月額

364,024

-

48.2 234,306 240,980

48.9 284,679 -

（注）１　 般行政職は、税務職、保健師、保育士、幼稚園教諭、消防職、企業職及び技能労務職を除いた職です。

（注）２　平均給与月額は、給料月額に毎月支払われる扶養手当、住居手当、管理職手当などを加えた額です。

 (4) 職員の初任給の状況
平成20年4月1日現在の一般行政職職員の初任給の状況は、次の表のとおりです。

円 円

円

円
国 140,100

区 分

永平寺町

大学卒

158,700

高校卒

140,100

円
Ⅰ種

Ⅱ種

185,800

172 200 円

 (5) 一般行政職の級別職員数の状況
平成20年4月1日現在の一般行政職職員の級別職員数の状況は、次の表のとおりです。

６級

主事

4 4

主事

２級 ３級

6

５級１級 ４級

Ⅱ種 172,200

50 20 18 24 136

主査
課長補佐

課長補佐
参事
課長

課長
理事

計

区分

標準的な
職務内容

職員数（人）

構成比（％） 13 2 36 8 14 7 13 2

18

17 6 100

 (6) 職員手当の状況
平成20年４月１日現在の主な職員手当の状況は、次の表のとおりです。

①扶養手当等

11,000円/月

扶養親族１人（配偶者あり）扶養手当

扶養親族１人（配偶者なし）

配偶者

4.4

区分 内　　　　　　　　　　容

構成比（％） 13.2 36.8 14.7 13.2

永平寺町 国との比較

13,000円/月

国と同じ6 500円/月

17.6 100

国と同じ

27,000円/月

家賃　２３，０００円を超え５５，０００円未満

家賃額から12 000円を控除

扶養親族のうち、１６歳に達する年度初めから２２歳に達
する年度末までの子（１人につき）

5,000円/月を加算

自宅の場合（新築又は購入後５年間に限る） 2,500円/月

扶養親族１人（配偶者あり）

家賃額から23,000円を控除
した額の1/2に11,000円を加
えた額

扶養手当

借家の
場　合

家賃　５５，０００円以上

住居手当

国と同じ6,500円/月

②管理職手当

支給額

通勤手当

乗用車等の使用者　（通勤距離片道２Km以上）
通勤距離に応じ、2,000

円から24,500円まで

区 分

交通機関等の利用者　（通勤距離片道２Km以上）
運賃等（定期券）相当額

（上限　55,000円/月）
国と同じ

家賃額から12,000円を控除
した額

家賃　２３，０００円以下

円 /月

円 /月

円 /月参事・園長

50,000

42,000

29,000

課長・消防署長

支給額区　　分

理事・支所長・消防長



③期末・勤勉手当 （平成19年度支給割合）

月 月 月 月 月 月

月 月 月 月 月 月2 375 1 600 0 775

期末手当

1.400 0.725 2.125

2 375

永平寺町

１２月期 1 600

0.7251.400

0 775

勤勉手当 計勤勉手当 計
区　　分

　６月期 2.125

国

期末手当

月 月 月 月 月 月

月 月 月 月 月 月

④退職手当

23 50 月分 30 55 月分

勧奨・定年

永平寺町 国

自己都合

23 50 30 55 月分勤続２０年 月分

2.375 1.600 0.775

区　　分
勧奨・定年 自己都合

職務上の段階、職務の級等による加
算措置があります。

3.000 1.500 4.500

2.375１２月期

計

1.600

3.000 1.500 4.500

0.775

職務上の段階、職務の級等による加
算措置があります。

加算措置
の 状 況

⑤時間外勤務手当

定年前早期退職特例措置
（２％～２０％加算）

定年前早期退職特例措置
（２％～２０％加算）

勤続２５年 33.50 月分

月分 59.28

月分41.34 月分 33.50 月分

23.50 月分 30.55 月分

59.28 59.28 月分 59.28

41.34

月分

月分 59.28 月分

23.50 30.55 月分

47.50 59.28 月分 47.50

その他の
加算措置

最高限度額 月分

勤続２０年 月分

勤続３５年 月分

円

（注）　一般会計の対象職員の額です。

 (7) 特別職の給料、報酬等の状況
平成20年４月１日現在の特別職の給料、報酬等の状況は、次の表のとおりです。

職員１人当たり
の平均支給年額

期末手当

平成19年度 29,006 千円 104,715

区　　分 支給額

区 分
給料又は
報酬 額

円

円 計　3.0月

円

円

円 計　2.75月

３　職員の勤務条件及び服務の状況

１２月期　1.45月

期末手当

町　　長

副町長

840,000

650,000

区　　分
報酬月額

議　　長

副議長

290,000

230,000

　６月期　1.40月

１２月期　1.60月

　６月期　1.30月

議　　員 220,000

３　職員の勤務条件及び服務の状況

 (1) 勤務時間の状況
平成19年度の本庁職員の勤務時間は、次の表のとおりです。

（注）1　勤務時間帯等は、職場や職種によっては上記と異なることがあります。

勤務時間帯 休憩時間

１２時～１３時８時３０分～１７時３０分



 (2) 休暇等の状況
職員の休暇制度及び休業制度の概要は、次の表のとおりです。

区　　分 内　　　　　　　　容
平成19年度
の取得状況

高

特別な事由により、勤務しないことが相当である場合とし
て規則で定めている休暇です。結婚休暇や忌引休暇、産
前・産後休暇などが規則で定められています。

病気休暇

特別休暇

休
暇

年次休暇
１年につき最高２０日間与えられます。前年からの繰越分
を含めると最高４０日間となります。

取得日数　　　6.2日

負傷や疾病のために勤務することができない場合、医師
の証明などに基づき認められる休暇です。休暇の期間は９
０日以内（結核疾患の場合は１年以内）です。

取得者数　　　11人

－

（注）１　年次休憩は、年単位で与えられるため、平成19年1月1日から12月31日までの職員１人当たりの平均取得日数です。

（注）２ 病気休暇 介護休暇及び育児休業の取得者は 平成19年度中に休暇等を開始した職員数です

介護休暇

取得者数　　　 3人
（内、男性　　0人）

子を養育するため、子が３歳に達する日までの期間を限度
として休業できる制度です。期間中、給与は支給されませ
ん。

育児休業

家族などを介護する必要がある場合、連続する６ケ月の期
間内で認められる休暇です。期間中、給与は支給されま
せん。

取得者数　　　 0人

（注）２　病気休暇、介護休暇及び育児休業の取得者は、平成19年度中に休暇等を開始した職員数です。

４　職員の分限及び懲戒処分の状況

 (1) 分限処分の状況
　分限処分は、職員が心身の故障などによりその職責を十分に果たすことができない場合に、本人の意に反して行う不利益処分の

ことです。分限処分には、給料の号給を低い額に決定する「降給」、一定期間職務に従事させない「休職」、現在の職よりも低い職に

任命「降任」及び職員の身分を失わせる「免職」の４種類があります。任 任

　平成19年度の分限処分の状況は、次の表のとおりです。

    

 (2) 懲戒処分の状況
　懲戒処分は、職務上の義務違反など公務員としてふさわしくない非行がある場合に行う制裁措置のことです。懲戒処分には、軽

い順から義務違反の責任を確認し、書面等で戒める「戒告」、給料を一定期間減額して支給する「減給」、懲罰として一定期間職務

に従事させない「停職」及び懲罰として職員の身分を失わせる「免職」の４種類があります

降　　任 免　　職

処分者数 0人 0人

処分の内容 降　　給 休　　職

0人 0人

に従事させない「停職」及び懲罰として職員の身分を失わせる「免職」の４種類があります。

　平成19年度の懲戒処分の状況は、次の表のとおりです。

５　職員の服務の状況

　職員の服務については、その根本基準として、「すべて職員は全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、かつ職務の遂行

全 げ 専念 ば （ 方 務 （ 「 ）第 条）

停　　職 免　　職

0人 0人 0人

処分の内容 戒　　告 減　　給

処分者数 0人

に当たっては、全力を挙げてこれに専念しなければならない。」とされています。（地方公務員法（以下「法」という。）第３０条）

　さらに、次のような義務、禁止及び制限事項が定められています。

　・法令等及び上司の職務上の命令に従う義務（法第３２条）

　・信用失墜行為の禁止（法第３３条）

　・秘密を守る義務（法第３４条）

　・職務に専念する義務（法第３５条）

　・政治的行為の制限（法第３６条）

　・争議行為等の禁止（法第３７条）　 争議行為等の禁止（法第３７条）

　・営利企業等の従事制限（法第３８条）

　平成19年度は、服務義務違反により処分された職員はありませんでした。

６　職員の研修の状況

　地方公務員法第39条には「職員には、その勤務能率の発揮及び増進のために、研修を受ける機会が与えられなければならない」

と定められていますと定められています。

　平成19年度の職員の研修については、福井自治研修所での各階層別研修や専門研修に延べ68人を派遣しました。



７　職員の福祉及び利益の保護の状況

 (1) 福利厚生制度の状況
　地方公務員法第４２条に基づく職員の福利厚生事業として、本町では生活習慣病予防検診やがん検診のほか、人間ドックの助成

など 健康管理事業を実施し ますなどの健康管理事業を実施しています。

　このほか職員による互助組織として「永平寺町職員互助会」を組織し、厚生事業への助成、職員駐車場の確保などを行っています。

 (2) 公務災害補償制度の状況
　職員の公務上の災害に対する補償は、地方公務員災害補償基金福井県支部に加入し、実施しています。平成19年度には、公務

上のケガによる災害が2件認定されています。

８　公平委員会の業務の状況

 (1) 公平委員会の概要
　公平委員会は、地方公務員法第７条第３項の規定により設置されており、その処理する主な事務は次のとおりです。

①　職員の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する措置の要求を審査し、判定し、及び必要な措置を執ること。

②　職員に対する不利益な処分についての不服申し立てに対する採決又は決定をすること。

本町は 公平委員会の事務を福井県に委託しています本町は、公平委員会の事務を福井県に委託しています。

 (2) 業務の状況
　委託先の福井県から報告を受けた平成19年度の公平委員会の業務の状況は、次の表のとおりです。

不利益処分に関する不服申し立ての状況

勤務条件に関する措置の要求の状況

業務の種別 件　　数

0件

0件


